
第１章 平成１６年度国立教育政策研究所の動き 
 
 
１．研究活動について 

 「調査研究等特別推進経費による研究」では、８

件の調査研究及び事業活動を展開した。このうち、

「総合的な学習の授業及び評価に関する開発的研

究」は、研究の最終年次であり、その研究の成果を

報告書にまとめて終了した。新たな研究課題として、

「これからの学校教育に求められる児童生徒の資

質・能力に関する研究」を設定し、研究を開始した。 

 「政策研究課題リサーチ経費による研究」では、

４件の研究を実施した。新たな研究課題として「基

礎体力の向上をめざす生涯にわたる健康教育の総合

的研究」及び「ＰＩＳＡ・ＴＩＭＳＳ対応ワーキン

グ・グループ」を設定した。 

 「国際研究協力経費による研究」では、アジア・

太平洋地域ユネスコ協力事業のほか、ＩＥＡ第２回

国際情報教育調査（ＳＩＴＥＳ）、ＯＥＣＤ生徒の

学習到達度調査（ＰＩＳＡ）、国際数学・理科教育

動向調査（ＴＩＭＳＳ２００３）の各調査に取り組

んでいる。 

 「科学研究費補助金特別研究促進費による研究」

では１件の研究を実施した。 

 「委託・委嘱費による研究」では、７件の研究を

実施した。 

（プロジェクト研究・事業の形態の説明については、

第２章参照。） 

 これらの研究活動の詳細については、第２章で紹

介する。 

 

２．各部・センターの活動等について 

 教育研究情報センターでは、同センターが開設し

ている教育情報ナショナルセンター（NICER）の機能

の整備に努めている。NICERの基本となるサイト（http:

//www.nicer.go.jp/）において、インターネットに

よる教育情報の提供を行っているが、平成16年度に

は、２回のリニューアルを行い、小学校及び中学校

で使用している教科書の目次によりLOM(学習オブジ

ェクトメタデータ)が検索できるようにした他、日本

地図マッピングの機能を全面改定し、感覚的にわか

りやすいデザインに変更した。 

 教育課程研究センター研究開発部では、全国的か

つ総合的な学力調査等の実施（教育課程実施状況調

査、特定の課題に関する調査等）、研究指定校・地

域指定事業及び指導資料・事例集等の編集、評価規

準・評価方法等の研究開発を行った。 

 生徒指導研究センターでは、不登校の児童生徒に

対する対応や支援に関する調査研究等、様々な調査

研究を行っているが、生徒指導関係では、生徒指導

資料第２集として「不登校への対応と学校の取組に

ついて－小学校・中学校編－」を刊行した。 

 社会教育実践研究センターでは、都道府県・市町

村における社会教育事業の活性化に資するため、社

会教育事業・活動等の実態調査や、学習プログラム

等の開発、社会教育主事等の養成・資質向上に資す

る研修資料等の開発・作成を行っている。また、全

国の社会教育関係者、研究者等の参加を得て、これ

らの調査研究等の成果や地域での実践成果等につい

て分析・評価を行って、新たな研究課題の抽出、研

究方法の改善等を図っていく研究セミナー等を開催

している。 

 このほか、各部・センターでは、平成16年度にお

いても、それぞれの設置の趣旨に則って研究活動、

事業活動等を進めたところであり、その活動の詳細



については、第３章で紹介する。 

 

３．成果の普及活動 

 本研究所の研究成果を教育現場などに広く周知さ

せるために平成２年度から「教育研究公開シンポジ

ウム」を開催している。本年度の第23回教育公開シ

ンポジウムは、平成17年２月24日、東京都において

「国際学力調査に見る我が国の学力の現状と指導法

の改善」をテーマに開催した。全国から教育関係者

約180名の参加があった。 

 平成13年度から文部科学省と共催で実施している

教育改革国際シンポジウムは、「『持続可能な開発』

と２１世紀の教育」をテーマとして、平成17年３月26

日に一橋記念講堂（東京都千代田区）において開催

した。全国から約400名の参加者があった。 

 この他、教育課程研究センターの「全国学校図書

館活用フォーラム」、生徒指導研究センターの「生

徒指導総合推進会議」、社会教育実践研究センター

の「全国生涯学習センター等研究交流会」、「全国

体験活動・ボランティア活動推進研究セミナー」等

各種の研究セミナーや連絡協議会を開催し、研究成

果の普及に努めた。 

 なお、本年度の主な研究成果については本研究所

の広報(第142号～第145号)で紹介している。さらに

この広報も含め各種の研究成果は本研究所のホーム

ページ（http://www.nier.go.jp/）で公開している。 

 

４．その他 

 研究所における研究・事業活動案についての企画

等に資するための組織である研究企画開発委員会に

おいて、次年度の「調査研究等特別推進経費による

研究」のテーマについて公募し議論をした。また、

現在進行中の主なプロジェクト研究についての研究

経過報告会を2回開催した。 

 本研究所の研究活動の評価については、研究所の

運営全般、調査研究活動、事業活動、個々の研究者

の業績等についてまず自己点検評価を行い、それに

対する外部の有識者による評価及び提言を平成17年

２月に取りまとめいただいた。 

 


